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(百万円未満切捨て)

１．平成27年３月期第３四半期の連結業績（平成26年４月１日～平成26年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) （%表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年３月期第３四半期 48,237 23.3 4,376 41.6 4,463 50.2 2,786 62.9

26年３月期第３四半期 39,129 16.0 3,090 326.2 2,971 426.7 1,710 446.1

(注) 包括利益 27年３月期第３四半期 3,433 百万円 ( 69.4％) 26年３月期第３四半期 2,026 百万円 (600.2％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

27年３月期第３四半期 47.66 ―

26年３月期第３四半期 29.26 ―
　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

27年３月期第３四半期 84,348 36,597 42.2

26年３月期 92,202 33,636 35.6

(参考) 自己資本 27年３月期第３四半期 35,610 百万円 26年３月期 32,839 百万円
　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年３月期 ― 3.00 ― 4.00 7.00

27年３月期 ― 4.00 ―

27年３月期(予想) 4.00 8.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

平成27年３月期第２四半期末配当金には、設立50周年にともなう記念配当が1円00銭含まれております。

　

３．平成27年３月期の連結業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 70,000 9.2 5,200 17.8 5,100 23.7 3,200 38.2 54.74
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

　 新規 ―社 (社名) 、除外 ―社 (社名)

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は、添付資料２ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見

積りの変更・修正再表示」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 27年３月期３Ｑ 61,360,720株 26年３月期 61,360,720株

② 期末自己株式数 27年３月期３Ｑ 2,897,460株 26年３月期 2,897,152株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年３月期３Ｑ 58,463,361株 26年３月期３Ｑ 58,464,121株

　

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開

示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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（参考）平成27年３月期の個別業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)
売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 57,000 11.7 4,500 35.9 3,000 47.5 51.31
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報
（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、株高や円安による企業収益の改善があったものの、

消費税増税による消費の落ち込みの影響から、景気回復に足踏みが見られました。

当社グループをとりまく事業環境におきましては、建設事業は、依然として労務不足等により工

事原価は高止まりしているものの、公共投資や民間設備投資等により受注高は増加し、回復の動き

が見られました。一方、開発事業等は、建築費の上昇等から首都圏のマンション市場での着工戸数

は減少傾向にあるものの、住宅価格の先高観や低金利もあり、堅調に推移いたしました。

このような環境の中、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、建設事

業では利益率を重視して選別受注した工事が順調に進捗し、開発事業等では自社分譲マンションの

販売・引渡しが順調に推移したこと等から、売上高は482億37百万円となり、そのセグメント別内

訳は、完成工事高297億19百万円、開発事業等売上高185億17百万円となりました。損益につきまし

ては、営業利益は43億76百万円、経常利益は44億63百万円、四半期純利益は27億86百万円となりま

した。

なお、当社グループでは、通常の営業形態として工事の完成・物件の引渡しが第４四半期に集中

しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間に比べ、第４四半期連結会計

期間の売上高が多くなるといった季節的変動があります。

（２）財政状態に関する説明
当第３四半期連結会計期間末において、総資産は843億48百万円（流動資産707億90百万円、固定

資産135億58百万円）、負債合計は477億50百万円（流動負債369億93百万円、固定負債107億57百万

円）、純資産合計は365億97百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明
最近の業績動向を踏まえ、平成26年５月15日に公表いたしました平成27年３月期通期の業績予想

を修正いたしました。詳細につきましては、本日（平成27年２月12日）公表の「業績予想の修正に

関するお知らせ」をご参照ください。

２．サマリー情報(注記事項)に関する事項
（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用
該当事項はありません。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
（会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成

24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給

付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債

務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定

式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

て、当第３四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴

う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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